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まえがき 

 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人日本

規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準

調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。これによって，JIS Q 14004:2004 は

改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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序文 

この規格は，2016 年に第 3 版として発行された ISO 14004 を基に，技術的内容及び構成を変更すること

なく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

 

将来の世代の人々が自らのニーズを満たす能力を損なうことなく，現在の世代のニーズを満たすために，

環境，社会及び経済のバランスを実現することが不可欠であると考えられている。持続可能な開発は，環

境，社会及び経済という持続可能性の“三本柱”のバランスをとることによって達成される到達点である。 

組織は，公的か私的か，規模の大小，及び先進国か新興国かを問わず，環境に影響を与えており，また

その見返りとして，環境からの影響を受ける可能性がある。人類の発展及び繁栄は，全人類の活動及び生

産性のよりどころとなっている天然資源の保存及び保全にかかっているということの理解が深まりつつあ

る。健全な環境パフォーマンスを達成するためには，環境マネジメントシステムの体系的なアプローチ及

び継続的改善に対する組織のコミットメントが必要である。 

社会の期待を背景に，全ての組織が効率性，透明性及び説明責任を高めることで，人類の発展を支える

ために必要な資源のマネジメントを改善することへのニーズが高まっている。気候変動，資源の過剰消費，

並びに生態系の劣化及び生物多様性の喪失から生じる問題による環境への負荷が増大している。 

この規格の狙いは，より良い環境マネジメントを支援するために，システムを確立し，実施し，維持し，

継続的に改善するための，共通の枠組みに関する手引を組織に提供することである。この環境マネジメン

トの枠組みは，組織の長期的な成功，及び持続可能な開発の総合的な到達点に寄与することが望ましい。

しっかりとした，信ぴょう（憑）性及び信頼性のある環境マネジメントシステムの枠組みを，図 1 に示す。

この枠組みには，次の事項が含まれる。 

－ 組織の活動が行われる状況を理解する。 

－ 利害関係者の関連するニーズ及び期待は組織の環境マネジメントシステムと関連するため，利害関係

者の関連するニーズ及び期待を決定し，理解する。 

－ 環境方針及び環境目標を確立し，実施する。 

－ 環境パフォーマンスの改善において，トップマネジメントが主導的な役割を果たす。 

－ 著しい環境影響をもたらす可能性のある，組織の活動，製品及びサービスの側面を特定する。 

－ 事象を含む，組織に影響を与える可能性のある環境状態を特定する。 

－ 次に関連する，取り組む必要がある組織のリスク及び機会を考慮する。 

－ 組織の環境側面 


